
日米地位協定

第十五条

１（ａ） 合衆国の軍当局が公認し、かつ、規制する海軍販売所、ピー・エックス、食堂、社交
クラブ、劇場、新聞その他の歳出外資金による諸機関は、合衆国軍隊の構成員及び軍属並びにそ
れらの家族の利用に供するため、合衆国軍隊が使用している施設及び区域内に設置することがで
きる。これらの諸機関は、この協定に別段の定めがある場合を除くほか、日本の規制、免許、手
数料、租税又は類似の管理に服さない。

（ｂ） 合衆国の軍当局が公認し、かつ、規制する新聞が一般の公衆に販売されるときは、当
該新聞は、その頒布に関する限り、日本の規制、免許、手数料、租税又は類似の管理に服する。

２ これらの諸機関による商品及び役務の販売には、１（ｂ）に定める場合を除くほか、日本の
租税を課さず、これらの諸機関による商品及び需品の日本国内における購入には、日本の租税を
課する。

３ これらの諸機関が販売する物品は、日本国及び合衆国の当局が相互間で合意する条件に従つ
て処分を認める場合を除くほか、これらの諸機関から購入することを認められない者に対して日
本国内で処分してはならない。

４ この条に掲げる諸機関は、日本国の当局に対し、日本国の税法が要求するところにより資料
を提供するものとする。

第十五条に関する合意議事録▲
第十五条に関連する日米合同委員会合意▲

直用労務者の保安解雇手続（ 年 月）▲ 58 1

日米調停委員会の設置及び運用（ 年 月）▲ 58 1

http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/usa/sfa/kyoutei/pdfs/15_00.pdf
http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/usa/sfa/kyoutei/pdfs/15_01.pdf
http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/usa/sfa/kyoutei/pdfs/15_02.pdf



